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【改正プロバイダ責任制限法の概要】

弁護士　　谷　　　崇　彦

１　はじめに
　　令和３年４月２１日、特定電気通信役務提供
者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の
開示に関する法律（以下「プロバイダ責任制限
法」といいます）の一部を改正する法律（以下
「改正法」といいます）が成立し、令和３年４月２
８日に公布されました。
　　プロバイダ責任制限法は、インターネット上に
おいて、他人の権利を侵害する情報（名誉毀損・
プライバシー侵害の書き込み、著作権侵害コン
テンツ等。（以下「権利侵害情報」といいます）が
匿名で書き込まれた際、権利を侵害された被害
者が、被害回復のために、当該匿名の発信者を
特定して損害賠償請求等を行うことができるよ
う発信者情報開示請求権を規定しています。
　　発信者情報開示請求権とは、①権利侵害情
報の流通によって請求者の権利が侵害された
ことが明らかであること、②損害賠償請求の行
使その他開示を受けるべき正当な理由がある
ことといった要件を満たす場合には、第三者で
あるプロバイダ等に対し、当該匿名の加害者
（発信者）の特定に資する情報（以下「発信者
情報」といいます）の開示を請求することができ
る権利をいいます。
　　本稿では、現行法が規定する発信者情報開
示請求制度の問題点を取り上げると共に、改正
法の概要を簡潔にご説明いたします。

２　現行法の問題点
　　現行法上、発信者情報開示請求によって、発
信者情報の開示を受けるためには、①コンテン
ツプロバイダ（ＳＮＳ事業者等）への開示請求を
行い、アクセスプロバイダ（通信事業者、携帯電
話会社等）のＩＰアドレス・タイムスタンプを取得し、
②取得したＩＰアドレス・タイムスタンプを元に、ア
クセスプロバイダへの開示請求を行い、発信者
情報を取得するという、二段階の裁判上の訴訟
手続きを経る必要があり、発信者の特定のため
に多くの時間やコストがかかる等の課題が指摘
されていました。
　　また、ユーザーＩＤ等を入力することにより自ら
のアカウントにログインした状態で投稿を行うこと
のできるログイン型サービスを提供するＳＮＳ事
業者の中には、サービスにログインした際のＩＰア
ドレス等（以下「ログイン時情報」といいます）は
記録しているものの、投稿した際のＩＰアドレス等
は記録していない事業者があります。そのような
ＳＮＳ事業者に発信者情報開示請求を行う場合、
当該ＳＮＳ事業者に対して、ログイン時情報の開
示を求めることになりますが、ログイン時情報が
発信者情報開示請求の開示対象として認めら
れるのかは現行法上明らかではなく、裁判例に
よっては否定される場合もありました。

３　改正法の概要
（１） 新たな裁判手続の創設
　　改正法は、①発信者情報開示命令、②提供
命令、③消去禁止命令の規定を新たに創設し
ました。①～③の手続きは非訟手続（訴訟手続

に比べて手続が簡易なもの）であり、裁判所に
おいて一体的な手続きとして取り扱うことを可能
にすることにより、柔軟かつ迅速な解決を図れる
ことが期待されています。
　　①　開示命令（改正法第８条）
　　　　発信者情報開示に係る審理を簡易迅
　　速に行うことができるようにするため、裁判
　　所の決定手続によりコンテンツプロバイダ・
　　アクセスプロバイダに対して、その保有する
　　発信者情報の開示を命ずることができるこ
　　ととしたものです。

　　②　提供命令（改正法第１５条）
　　　　二段階の裁判手続に係る課題に対応
　　するため、コンテンツプロバイダに対して、
　　保有するＩＰアドレス、タイムスタンプ等により
　　特定される他のアクセスプロバイダの会社
　　名等の情報を申立人に提供することを命
　　ずることができることとしたものです。

　　③　消去禁止命令（改正法第１８条）
　　　　開示命令事件の審理中に発信者情報
　　が消去されることを防ぐため、開示命令の
　　申立てに係る事件が終了するまでの間、そ
　　の保有する発信者情報の消去禁止を命
　　ずることを可能としたものです。

（２）発信者情報の開示範囲の拡大（改正法第５
　条）

　　改正法は、コンテンツプロバイダ等がログイン
時情報以外に発信者情報を有していない、投
稿時の情報のみでは発信者を特定することが
できない等の要件を満たす場合には、当該コン
テンツプロバイダ等が有するログイン時情報が
開示対象になることを規定しました。

（３）発信者に対する意見照会（改正法第６条）
　　現行法は、コンテンツプロバイダ等に対し、被
害者から発信者情報の開示請求を受けた場
合に、権利侵害情報の発信者に当該情報の開
示の可否について意見を求める義務を課して
います。

　　改正法は、コンテンツプロバイダ等に対し、当
該義務の他に、発信者が開示に応じない旨の
意見を述べた場合、その理由もあわせて確認
する義務を課しました。また、コンテンツプロバイ
ダ等が開示命令を受けたときは、原則として意
見照会において開示の請求に応じるべきでは
ない旨の意見を述べた発信者に対し、開示命
令を受けた旨を通知しなければならないとの義
務を課しました。

４　結語
　　本稿でご説明した改正法は、令和４年１０月
下旬までに施行される予定です。インターネット
上の違法･有害情報の流通状況は、現在、高止
まり傾向にあるなか、本改正により、現行法で挙
げられていた課題点が解消され、被害者の被
害回復がより実効性あるものになることが期待
されます。
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